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港を中心とした街づくり

長澤　宏昭 ながさわ　ひろあき

NPO法人せとだ港房　理事長



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

港を中心とした街づくり

〇瀬戸田港の再生のためワークショップを立ち上げ、平成１４年には港を中心とした賑わい創出イベント「汐待市」を
開催
〇平成１６年に全国初のみなとオアシスとして“みなとオアシス瀬戸田”を運営するＮＰＯ法人せとだ港房を設立し理
事長として運営
〇同年より“中国みなとオアシス協議会”の会長を務め中国地方における港づくりに広域的に連携
〇平成２１年にみなとオアシス全国協議会を設立し会長として全国のみなとオアシスの先頭に立って活躍
〇平成２３年より開始された“みなとオアシスＳｅａ級グルメ全国大会”に地元特産品のタコを使ったＳｅａ級グルメを
開発してグランプリ受賞
〇平成２６年、“みなとオアシスSea 級グルメ全国大会”を瀬戸田で開催
〇現在、瀬戸田港において「汐待市」を継続するとともに、ビアテラスの開催、イルミネーション事業、20 才の夢カプセ
ル事業、ひな祭りイベントの開催、観光・地域情報の発信、レンタサイクル等のサービス提供など、独自のイベントを
企画、実施
〇2015年～　瀬戸田町夏祭り実行委員会　実行委員長
〇2022年～　レモンマラソン実行委員会委員

２００８年（H20）みなとまちづくりマイスターに認定
２００９年（H21）中国地方整備局表彰
２０１４年（H26）～地域活性化伝道師
２０２２年(R4）公益社団法人日本港湾協会港湾特別功労者賞



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

〇瀬戸田港の再生のためワークショップを立ち上げ、平成１４年には港を中心とした賑わい創出イベント
「汐待市」を開催
〇平成１６年に全国初のみなとオアシスとして“みなとオアシス瀬戸田”を運営するＮＰＯ法人せとだ港房を
設立し理事長として運営
〇同年より“中国みなとオアシス協議会”の会長を務め中国地方における港づくりに広域的に連携
〇平成２１年にみなとオアシス全国協議会を設立し会長として全国のみなとオアシスの先頭に立って活躍
〇平成２３年より開始された“みなとオアシスＳｅａ級グルメ全国大会”に地元特産品のタコを使ったＳｅａ
級グルメを開発してグランプリ受賞
〇平成２６年、“みなとオアシスSea 級グルメ全国大会”を瀬戸田で開催
〇現在、瀬戸田港において「汐待市」を継続するとともに、ビアテラスの開催、イルミネーション事業、20 才
の夢カプセル事業、ひな祭りイベントの開催、観光・地域情報の発信、レンタサイクル等のサービス提供な
ど、独自のイベントを企画、実施
〇レモンマラソン開催

商工会の副会長として、商店街の会員として地域がどうすれば活性化するかを念頭に考え、商店街メン
バーと一緒になり地域課題に取り組み少しづつ前進しています。新しく入って来た企業と一緒になり新しい
イベントなどを手掛け島内の協力者と一緒になって盛り上げています。

尾道から今治までのしまなみ海道の一つ、生口島ですがサイクリングや、グランピング、レンタルバイク、電動
キックボード等、観光、宿泊施設、乗り物が充実しておりますので瀬戸内海の風を感じに来てください。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 ○ その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス 〔アットマーク〕
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